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貸 借 対 照 表 

（ ２０２３年３月３１日現在 ） 

 

（単位：千円） 

科     目 金     額 科     目 金     額 

 

資 産 の 部 

 

流動資産 

現 金 及 び 預 金 

営 業 未 収 入 金 

立 替 金 

前 払 費 用 

そ の 他 

 

 

 

 

７９９，２００ 

７３１，１５０ 

２６，４９６ 

３８，９３０ 

２，２５１ 

３７１ 

 

 

負 債 の 部 

 

流動負債 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

賞 与 引 当 金 

預 り 敷 金 

そ の 他 

 

 

 

 

１７０，２２２ 

１２０，３６６ 

８，５６９ 

１０，６０３ 

６，４２８ 

１７，７５８ 

６，４９６ 

固定資産 

有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

器 具 備 品 

無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 前 払 費 用 

長 期 未 収 入 金 

繰 延 税 金 資 産 

貸 倒 引 当 金 

 

 

１，６８８，６９４ 

９２２，１０２ 

９０６，３２６ 

３１３ 

５２２ 

１４，９３９ 

１，７２８ 

１，４４０ 

２８８ 

７６４，８６３ 

５９９，７７９ 

１３５，７０１ 

２２，５００ 

２９，３８２ 

△２２，５００ 

 

固定負債 

長 期 預 り 敷 金 

退職給付引当金 

そ の 他 

 

３２２，１９５ 

２８４，５７１ 

３６，２５０ 

１，３７４ 

負 債 合 計 ４９２，４１８ 

 

純 資 産 の 部 

 

株 主 資 本 

資本金 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

 

 

 

 

１，９９５，４７６ 

１，５００，０００ 

４９５，４７６ 

４９５，４７６ 

４９５，４７６ 

純 資 産 合 計 １，９９５，４７６ 

資 産 合 計 ２，４８７，８９４ 負債及び純資産合計 ２，４８７，８９４ 

（金額表示については千円未満の端数を切り捨てております。） 
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損 益 計 算 書 

 自 ２０２２年４月 １日 

 至 ２０２３年３月３１日 

                                 （単位：千円） 

科      目 金          額 

 

売 上 高 

 

売 上 原 価 
 

 

 

 

７９６，１００ 

 

６６２，４４３ 

 
売 上 総 利 益 

 

販売費及び一般管理費 
 

 
 

 

 

 
１３３，６５６ 

 

８２，１０５ 

 

営 業 利 益 

  

営 業 外 収 益 

有価証券利息 

雑 収 入 

 

 

 

 

２，３２１ 

５２５ 

 
５１，５５１ 

 

 

 

２，８４７ 
 
営 業 外 費 用 

雑 損 失 
 

 

 

６８６ 

 
 

６８６ 

 

経 常 利 益 

 

 

 

５３，７１２ 
  

特 別 損 失 

固定資産除却損 
 

 

 

１，４３９ 
 

 
 

１，４３９ 

 

税引前当期純利益  
 

５２，２７３ 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 
 

９，５０５ 

５，８４６ 

 

１５，３５１ 

 

当 期 純 利 益  
 

３６，９２１ 
 

（金額表示については千円未満の端数を切り捨てております。） 
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株主資本等変動計算書 

 自 ２０２２年４月 １日 

 至 ２０２３年３月３１日 

（単位：千円） 

 株主資本 

純資産合計 

資本金 

利益剰余金 

株主資本合計 

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 １，５００，０００ ４５８，５５４ ４５８，５５４ １，９５８，５５４ １，９５８，５５４ 

当期変動額      

当期純利益 － ３６，９２１ ３６，９２１ ３６，９２１ ３６，９２１ 

当期変動額合計 － ３６，９２１ ３６，９２１ ３６，９２１ ３６，９２１ 

当期末残高 １，５００，０００ ４９５，４７６ ４９５，４７６ １，９９５，４７６ １，９９５，４７６ 

（金額表示については千円未満の端数を切り捨てております。） 
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【重要な会計方針に係る事項に関する注記】    
  １．固定資産の減価償却の方法      

   （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

建物は定額法、その他は定率法によっております。ただし、２０１６年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。な

お、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

          建    物    １０年～５０年 

          建物附属設備     ６年～１８年 

          構 築 物    １０年～１５年 

          機 械 装 置    １０年～１７年 

          器 具 備 品     ３年～２０年 
 
   （２）長期前払費用 

    毎期均等額を償却しております。 

 

  ２．引当金の計上基準 

   （１）貸倒引当金 

     将来の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
                  
   （２）賞与引当金 

      従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべ

き額を計上しております。 
     
   （３）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末自己都合要支給額の 

１００％を計上しております。 

 

  ３．収益及び費用の計上基準 

       商業施設の賃貸及び管理運営に係る収益は、主に各テナントから受け取るもので

あり、当社は各テナントにサービス等を提供する義務を負っております。当該履行

義務は、各テナントに対してサービスを提供する時点又はサービスを提供している

期間において充足されると判断し、一時点又は契約期間にわたり収益を認識してお

ります。 

イベントの企画運営に係る収益は、イベント実施者から受け取るものであり、当 

社は各イベント実施者にサービス等を提供する義務を負っております。当該履行義務

は、各イベント実施者に対してサービスを提供する時点で充足されると判断し、当社

がサービスを提供した時点で収益を認識しております。 

名古屋市から委託を受けた公園・バスターミナル施設の管理運営に係る収益は、

年度の協定に基づき名古屋市から受け取るものであり、当社は名古屋市に対して公

園・バスターミナル施設の管理運営を行う義務を負っております。当該履行義務は、

契約期間にわたり充足されると判断し、契約期間にわたり収益を認識しております。 

 

 

【会計方針の変更に関する注記】 
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用」 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31号 2021年６月 17

日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算

定会計基準適用指針第 27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用

指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、計算書

類に与える影響はありません。 
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【会計上の見積りに関する注記】 
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌

事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

   繰延税金資産   ２９，３８２千円 

 

 

【貸借対照表に関する注記】 
 １．有形固定資産の減価償却累計額   １，３０５，８９８千円 

 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 
  １．発行済株式の種類及び数 

発行済株式の種類 前事業年度末株式数 当事業年度末株式数 

普通株式 ３０，０００株 ３０，０００株 

 

 

【税効果会計に関する注記】 
    繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

    繰延税金資産                 

 賞与引当金 １，９６７千円 

 未払事業税 １，６３１千円 

 退職給付引当金 １１，０９２千円 

 貸倒引当金 ６，８８５千円 

 繰越欠損金 ９，５２７千円 

 その他 ５，６６９千円 

繰延税金資産 小計 ３６，７７３千円 

評価性引当額 △７，３９０千円 

繰延税金資産 合計 ２９，３８２千円 
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【金融商品に関する注記】 
  １．金融商品の状況に関する事項 

    当社は、資金の運用については短期的な預金等に限定しております。 

    テナントからの賃料収入等営業未収入金に係るリスクに対しては敷金を預っており、

リスク低減を図っております。 

 
  ２．金融商品の時価等に関する事項 

    （単位：千円） 

  
貸借対照表 
計上額(※1) 

時価(※1) 差額 

（1） 投資有価証券 ５９９，７７９  ５９０，０６０  △９，７１９ 

(2) 長期預り敷金 (２８４，５７１) (２５７，８７３) △２６，６９８ 

（※1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 
   金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の 3つのレベルに分類しております。 
  レベル 1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格

により算定した時価 
     レベル 2の時価：レベル 1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプ

ットを用いて算定した時価 
     レベル 3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 
    時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ
ベルに時価を分類しております。 
現金及び預金、営業未収入金、未払金、預り敷金については、短期間で決済されるた

め、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、記載を省略しております。 
      (1)投資有価証券 
     この時価については、証券会社が作成する取引残高報告書の評価額によっており、 

レベル 1の時価に分類しております。 
   (2)長期預り敷金 
     将来のテナント退店時の返還敷金の見積りキャッシュフローから信用リスクを勘

案した割引率で割り引いて算定しており、レベル 2の時価に分類しております。 
 

 
 

【資産除去債務に関する注記】 
    当社の所有する商業施設は名古屋市の都市公園の一部を占用しており、占用条件から、

占用期間の満了又は物件の廃止の場合に、公園の原状回復義務を負っております。 

しかし、当社の商業施設は名古屋市の都市公園施設と一体となっており、当社の施設を

単独で除去することが不可能であり、原状回復の内容及び履行時期が明確ではありません。 

従いまして、資産除去債務を合理的に見積ることができないため、当該債務に見合う資

産除去債務は計上しておりません。 
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【賃貸等不動産に関する注記】 
  １．賃貸等不動産の状況に関する事項 

    当社では、名古屋市内において、賃貸用の商業施設を有しております。 

 

  ２．賃貸不動産の時価等に関する事項 
（単位：千円） 

貸借対照表計上額 時価 

７８５，８６６ ２，３８４，０００ 

   （注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

   （注２）当事業年度末の時価は、不動産鑑定士による鑑定評価額であります。 

 

 

【関連当事者との取引に関する注記】 
１．法人主要株主等 

      （単位：千円） 

種類 名称 
議決権等の 

被所有割合 

関連当事者との 

関係 
取引の内容 

取引金額 

（注２） 
科目 期末残高 

主要株主 

(会社等) 
名古屋市 

直接 

52.5％ 

名古屋市から受託を

受けた施設の管理 

公園及び 

バスターミナルの 

施設管理受託売上 

148,127 

営業 

未収入金 

立替金 

 

5,613 

38,848 

   （注１）取引条件及び取引条件の決定方針等 

         名古屋市都市公園条例及び名古屋市バスターミナル条例に基づき、指定管理

者の申請を行い、指定管理者として指定を受けております。取引条件は、業務

委託契約書に基づき協議の上決定しております。 

 

 

【１株当たり情報に関する注記】 
    １株当たり純資産額          ６６，５１５円８７銭 

    １株当たり当期純利益          １，２３０円７２銭 

 

 

【重要な後発事象】 
    該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


